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見本市・展示会情報総合ウェブサイト（J-messe）管理・運営業務 

民間競争入札実施要項 

平成 25 年 11 月 1 日 

独立行政法人日本貿易振興機構 

１.趣旨 

 競争の導入による公共サービスの改革に関する法律（平成 18 年法律第 51 号。以下「法」

という。）に基づく競争の導入による公共サービスの改革については、公共サービスによる

利益を享受する国民の立場に立って、公共サービスの全般について不断の見直しを行い、

その実施について、透明かつ公正な競争の下で民間事業者の創意と工夫を適切に反映させ

ることにより、国民のため、より良質かつ低廉な公共サービスの実現を目指すものである。 

 上記を踏まえ、独立行政法人日本貿易振興機構（以下「機構」という。）理事長は、公共

サービス改革基本方針（平成 25 年 6 月 14 日閣議決定）別表において民間競争入札の対象

として選定された、機構の「見本市・展示会情報総合ウェブサイト管理・運営業務」につ

いて、公共サービス改革基本方針に従って、民間競争入札実施要項（以下「実施要項」と

いう。）を定めるものとする。 

 

２.事業の詳細な内容及びその実施に当たり確保されるべき事業の質に関する事項 

(1)事業の概要 

イ．本事業は、国内外で開催される見本市・展示会（以下「見本市等」という。）の情報

や各種関連情報に関して、キーワードや業種・開催地ごとに検索できるデータベース

「見本市・展示会情報総合ウェブサイト」（以下「J-messe」という。）を機構が所持

するマニュアルに基づいて管理・運営し、国内の中小企業等に対する海外見本市等の

効果的な情報提供や、国内で開催される見本市等に関する海外への情報発信を通じて、

内外の有望な出展者、来場者双方の参加促進を支援することを目的として実施するも

のである。 

ロ．このため、国内外の見本市等の開催情報の検索サービスや、「世界の展示会場」、「見

本市レポート」、「見本市月間ランキング」などの様々な見本市等の関連トピックスを

常時更新するとともに、メールマガジンなども活用した情報提供を行う。 

ハ．また、見本市等の情報を掲載したダイレクトリー「日本の専門見本市」（和英、年刊）

を発行し、機構の国内外事務所、在日公館、外国政府機関等を通じ、国内中小企業等

への情報提供や海外企業等への PR に活用する。 

 

(2)事業の対象者及び規模 

J-messe の管理・運営業務は、国内外で見本市等を実施する主催者、見本市等への出展

又は来場を目的とする者、見本市等に関連する業務（例：会場設営、装飾、機材レン

タル等）に従事する者等を主たる対象者として実施している。（このため、J-messe は

和英 2 ヶ国語のサイトから成る。）なお、平成 24 年度における J-messe に対するアク
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セス件数は、閲覧数（ページビュー）は約 678 万件であった。また、新規に登録又は

情報を更新した見本市等の件数は年間約 3,300 件（海外 86.3%、国内 13.7％）を超し

ている。 

 

(3)事業の内容 

  委託を受けることとなった民間事業者は、以下の業務を一括して実施することとする。 

 

イ．見本市等の情報に関する登録等の受付及び審査等業務 

（ｲ）見本市等の主催者が J-messe の専用画面から随時入力・申請してくる見本市等の情

報の新規登録又は更新について、見本市情報登録規定（別紙１）に基づき、申請を

受けた見本市等の内容を既登録情報との重複等に注意しながら確認するとともに、

承認又は否認の審査を行う。なお、申請内容に不備がある場合には、見本市等の主

催者のホームページ等で当該見本市等の内容を確認するとともに、メール、電話、

ＦＡＸ等により直接申請者に内容の確認を行う。 

  注記：J-messe 上で見本市等の情報を入力し、登録申請するためには、主催者は初回

のみ予め自身の情報（社名、住所、電話番号、メールアドレス等）を J-messe

に登録する必要があり、自身の情報登録を済ませた主催者は、専用の画面か

ら見本市等の情報を入力し、登録申請をすることができる。 

こうして入力された見本市等の登録申請に関する情報は、J-messe の管理者用

の画面で確認できる仕組みになっている。 

     また、「新規登録」とは、初めて J-messe を利用して情報を登録しようとする

見本市等の主催者が、開催する見本市等の情報を新規に登録することをいい、

「更新」とは、既に J-messe を利用して情報を登録したことのある見本市等

の主催者が、開催する見本市等の情報を登録すること（既登録分の見本市等

について次回以降の開催情報等を登録することを含む。）をいう。 

（ﾛ）上記（ｲ）の審査の結果、申請を承認する場合には、当該見本市等の情報を J-messe

の管理者画面から登録又は更新する。なお、英語により申請が行われた場合には、

別に定める翻訳を必要とする項目について和訳した上で登録又は更新をし、申請が

日本語による場合には、英語による登録又は更新も併せて行うよう申請者に促す。 

（ﾊ）J-messe への登録又は更新作業が完了次第、申請者に確認のための完了通知のメー

ルを送信する。また、申請を否認する場合には、申請者宛に否認を通知する旨のメ

ール（否認の理由を明示すること）を送信する。なお、登録又は更新の申請を受け

てから完了を通知するメール又は否認を通知するメールを送信するまでの一連の作

業期間は、原則として 1週間以内とする。 

 

ロ．見本市等の主催者への登録情報の更新依頼等業務 

（ｲ）J-messe に登録済みの見本市等の主催者に対し、主催者自身の登録情報（メールア

ドレス等）及び開催する見本市等の情報の更新を促すため、四半期ごとに J-messe の
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データベース内に登録されている主催者のメールアドレス等の情報を整備し、E メー

ルの一斉送信による情報更新依頼を行う。なお、民間事業者が適切な Eメールの一斉

送信システムを有していない場合には、機構の一斉送信システムを利用して送信する

こととする。 

  注記：国内の見本市等の主催者には日本語、海外の見本市等の主催者には英語でそ

れぞれ Eメールを送信する。 

（ﾛ）上記のメールの一斉送信のうち、エラーメールとなって送信できなかった見本市等

の主催者に対しては、適切なフォローアップ作業を通じて、当該主催者自身の登録情

報を最新の状態に維持する。 

 

ハ．J-messe に登録されていない見本市等の主催者及び開催に関する情報の発掘業務 

（ｲ）適切な手段を用いて、J-messe に未登録の見本市等の主催者、及びそれらの主催者

が開催する見本市等を調査、発掘し、J-messe への登録を促すこと等により、登録件

数の増加を図る。 

（ﾛ）発掘した見本市等の主催者に対して J-messe の存在をメールで案内し、併せて、メ

ール送信から 2 週間を過ぎ、かつ情報公開拒否の連絡がない場合には、機構が当該

見本市等の情報を J-messe に登録、公開する旨の連絡をする。（実際に J-messe に登

録する作業は民間事業者が行う。） 

（ﾊ）上記（ﾛ）によるメールの送信日から 2 週間を過ぎても見本市等の主催者自身によ

る登録が行われず、かつ当該見本市等が機構により登録、公開されることを拒否し

ない場合には、J-messe に当該見本市等の情報を登録する。 

（ﾆ）見本市等の主催者が機構宛に送付してくるパンフレットや見本市カレンダー等の中

に J-messe に未登録の見本市等がある場合にも（ﾛ）及び（ﾊ）と同様の措置を講ず

る。（機構宛に届いたパンフレットや見本市カレンダー等については、機構から委託

を受けることとなった民間事業者に転送される。） 

 

 二．J-messe 掲載情報の確認業務 

   登録されている見本市等の開催の有無、会期の変更、開催場所の変更、掲載内容の

誤植、重複の防止などを会期６ヶ月前の見本市を対象に確認し、登録情報の質を確

保する。 

 

ホ．「日本の専門見本市」の編集・印刷製本業務 

（ｲ）当年度に J-messe に登録された見本市等の情報の中から、日本国内で開催される見

本市等を抽出したダイレクトリー「日本の専門見本市」（印刷物）を作成すること。 

（ﾛ）ダイレクトリーの内容については現行のものを見直し、見やすさ、検索のしやすさ

などの観点から、体裁、抽出、分類などの編集企画案を作成する。 

（ﾊ）編集企画案に基づき、「日本の専門見本市」の日本語版(1,000 部)及び英語版（1,000

部）を各々印刷製本し、電子媒体（PDF 版）とあわせて各年度 3月末までに機構に納
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品し、機構が指定する宛先に送付する。（送付先のリスト、封筒は機構が民間事業者

に提供し、封緘作業、ラベル出力、ラベル貼りの作業は民間事業者が行う。送料は、

民間事業者が委託契約額の中から負担する。ただし、機構の国内外事務所等への発

送は、機構が行う。） 

 

へ．コンテンツ情報の更新等業務 

 （ｲ）「見本市レポート」：機構が執筆・作成する「見本市レポート」を以下の a.～d.

の手順に従って J-messe にアップロードする（頻度：毎月 2回程度）。なお、当該

年度において「見本市レポート」に取上げる見本市等の名、記事タイトル、掲載

月等に関するスケジュールについては、予め機構から民間事業者に提示する。 

【手順】 

a.機構は、「見本市レポート」として J-messe に掲載する原稿を毎月月初に民間事

業者に提供する。 

b.民間事業者は、掲載の 1 週間前までに原稿を html 形式にコンバートし、仮 URL

にアップし、機構に報告する。 

c.機構は掲載の 2日前までに確認し、民間事業者に掲載を了承する旨の連絡をする。 

d.民間事業者は掲載の当日に、機構が了承した原稿をサイトにアップする。 

（ﾛ）「出版物」：「日本の専門見本市」等見本市等に関する機構の出版物についての情

報を更新し、J-messe に掲載する。（頻度：随時） 

（ﾊ）「世界の展示会場」：世界の展示会場の情報を更新する。J-messe に掲載する内容

の確認は機構と民間事業者が連携して行う。（頻度：随時） 

（ﾆ）「お知らせ」：各種お知らせ情報の J-messe への掲載。（頻度：毎月 1～2回程度） 

（ﾎ）民間事業者が５．（2）ロ.（ﾎ）の事業計画ｃにおいて計画した新規コンテンツの

うち、機構が承認したものを制作する。 

 

ト．メールマガジンの作成と配信業務 

元旦を除き、毎月 1日と 15 日の配信日（土日祝祭日の場合は翌営業日）に合わせ、そ

の間の J-messe の更新内容等や開催 2 ヶ月前となった主要な見本市等の情報（海外・

国内各 5 件ずつ）を紹介するメールマガジンの原稿を、機構と調整のうえ作成し、配

信日の 2日前までに機構に提出する。（平均文字数 4,500 字程度）また、内容について

機構の承認を得て、配信を行う。送信方法については２.(3)ロ．(ｲ)と同様とする。 

 

チ.J-messe を紹介する広報業務 

民間事業者は、機構と協議のうえ、J-messe へのアクセス件数、見本市等の新規登録又

は更新件数を増加させるため、適切な媒体の選定、素材の作成等を通じた J-messe の

効果的な広報を行う。 

 

リ．機構における定例会議への参加 
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契約期間中、概ね月 1回の頻度で機構の本部内で開催される、J-messe の運営に関する

定例会議に民間事業者の主担当者 1 名以上が出席し、上記イ．～チ．に係る業務につ

いての進捗状況を機構展示事業部の J-messe 担当者に報告する。また、定例会議の場

以外でも、必要に応じて業務の進捗状況を報告する。 

 

ヌ．外部からの問い合わせへの対応業務 

見本市データの登録方法についての国内外からの問合せを含め、外部から J-messe に

掲載した情報に関して寄せられる電話、E メール、ＦＡＸ等による問合せに対しては、

契約期間中の月曜日～金曜日の 9：00-17：00（祝祭日除く）の間に適切かつ速やかに

対応する。また、民間事業者の保有する情報で対応が困難な場合は適宜機構に相談・

報告する。 

 

ル．業務の引継ぎ 

落札者となった民間事業者は、その見本市・展示会情報総合ウェブサイト管理・運営

業務実施期間の次の期間における同業務を落札する者に対し、従来の業務内容を明ら

かにした書類等により、契約期間満了前に業務の引継ぎを行うものとする。なお、機

構は当該業務の引継ぎ等に関しての経費は負担しない。 

 

(4)事業の実施に当たり確保されるべき質 

イ．見本市等の新規登録件数は年間 100 件以上を維持すること。 

ロ．見本市等の更新件数は、年間 3,100 件以上を維持すること。 

ハ．コンテンツの内容の正確性を維持すること。 

 (正確性の維持を確認する基準項目は、「展示会名称」「会期」「開催場所」「主催者連絡

先」とし、この項目について民間事業者の責に帰する掲載ミスを外部顧客から指摘

されることがないこと) 

ニ．各業務において機構が設定した期限を厳守すること。 

ホ．平成 23 年度～25 年 6 月までの月間平均アクセス件数に基づき算出した年間アクセス

件数（ページビュー数:480 万件）を維持すること。 

 

(5)契約の形態及び支払い 

 イ．契約の形態は委託契約とする。 

 ロ．機構は、委託契約に基づき民間事業者が実施する委託事業について、8.（1）イに示

す報告を受け、適正かつ確実な運営がなされていることを確認した上で、四半期ご

とに、報告を受けた月の翌月末までに、３年間の総契約金額の１／１２に相当する

額を民間事業者に支払うこととする。なお、適正な運営が行われていない場合には、

機構は民間事業者に対し再度業務を行うよう指示するとともに、業務の適正かつ確

実な実施が確認できない限り、支払いは行わない。 

 ハ．(4)イ～ホに記載した要件を全て満たした上で、民間事業者が見本市等の新規登録件
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数及び更新件数について当初想定した規模を上回る業務実績を上げた場合には、次

の方法により新規登録件数、更新件数それぞれについて算出した合計額を年度ごと

に支給することとする。また、民間事業者が見本市等の新規登録件数及び更新件数

について維持するべき件数を下回る業務実績であった場合には、新規登録件数、更

新件数それぞれについて同様の方法により算出した合計額を年度ごとに委託費から

減じるものとする。 

   見本市等の新規登録件数及び更新件数の実績が(4)イ及びロにおいて維持するべき

件数として記載した件数（100 件、3,100 件）を超過した件数 1件ごとに、 

   a.新規登録件数が目標より 1件増加／減少した場合・・・Ａ×0.1％／件を増額／減

額する。 

   b.更新件数が目標より 1件増加／減少した場合・・・Ａ×0.003％／件を増額／減額

する。 

   c. 新規登録件数および登録件数の実績に対する増額／減額の限度額・・・新規登録

件数はＡ×4％、更新件数はＡ×4％とする。 

 

    Ａ＝契約金額÷ ３ 

 

(6)業務の改善策の作成・提出等 

民間事業者は、次のイ．又はロ．の場合、速やかに業務の改善策（機構への提案を含む。）

を作成及び提出し、機構の承認を得たうえで改善策を実施するものとする。なお、民間事

業者は、改善策の作成、提出及び実施に当たり、機構に対して必要な助言及び協力を求め

ることができる。 

 イ．民間事業者が業務の実施結果を踏まえ、業務の質の確保、向上を図るため、業務の

改善が必要と判断した場合。 

 ロ．機構が、8（1）イ．に示す報告等により、業務の質が満たされないことが明らかに

なり、業務の改善が必要と判断し、民間事業者に対して業務の改善を求めた場合。 

 

３.実施期間に関する事項 

委託契約の契約期間は、平成 26 年 4 月 1日から平成 29 年 3 月 31 日までとする。 

ただし、国の事業予算の状況等により本事業が中止となった場合は、契約期間内であって

も本委託契約は終了するものとする。 

 

４.入札参加資格に関する事項 

(1)法第 15 条において準用する法第 10 条（第 11 号を除く）に該当しない者であること。 

(2)予算決算及び会計令(昭和 22 年４月 30 日勅令第 165 号。以下｢予決令｣という。)第 70

条の規定に該当しない者であること。（なお、未成年者、被保佐人または被補助人であっ

て、契約締結のために必要な同意を得ている者は、同条中、特別な理由がある場合に該

当する。） 
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(3)予決令第 71 条の規定に該当しない者であること。 

(4)機構の競争参加資格に関する内規（平成 22 年日本貿易振興機構内規第 135 号）第 3 条

第 1項に定める競争参加資格者名簿に記載された者であり、平成 25・26・27 年度の業種

区分「役務の提供等」のＡ、ＢまたはＣ等級に格付けされている者であること。なお、

全省統一資格において当該資格を有する者は、同等級に格付けされているものとみなす。

競争参加資格を有さず、また全省庁統一資格を有さない場合であっても、入札公告等に

て指定する期限までに必要書類を提出し、審査のうえ、当該資格を有することを確認で

きれば、競争参加資格者とみなし入札に参加できるものとする。 

(5)機構の契約に関する内規(平成 24 年日本貿易振興機構内規第 134 号)第 12 条の規定（別

紙２）に該当しない者であること。 

(6)機構から指名停止されている期間中の者でないこと。 

(7)本実施要項に記載する事項のとおり業務を実施・完了することができることを証明した

者であること。なお、この場合の証明とは、落札者として決定された民間事業者との間

で締結される法第 20 条第 1項の契約を締結することとなった場合、確実に完了期限まで

に業務を実施・完了できるとの意思表示を書面により証明することをいう。 

(8)法人税及び消費税等の滞納がないこと。 

(9)会社更生法(平成 14 年 12 月 13 日法律第 154 号)に基づき更正手続開始の申し立てが成

されている者または民事再生法(平成 11 年 12 月 22 日法律第 225 号)に基づき再生手続開

始の申し立てがなされている者(手続開始の決定後、再認定を受けた者を除く。)でない

こと。 

(10)実施要項の検討に当たり、外部有識者から意見を聞く場合、外部有識者又は外部有識

者が属する民間事業者でないこと。 

(11)単独で当該業務が担えない場合は、適正に業務を遂行できる共同事業体（当該業務を

共同して行うことを目的として複数の民間事業者により構成された組織をいう。以下同

じ。）として参加することができる。その場合、入札書類提出時までに共同事業体を結成

し、代表者を定め、他の者は構成員として参加するものとする。また、共同事業体の構

成員は、上記(1)～(10)の要件を満たす必要があり、他の共同事業体の構成員となり、ま

たは、単独で参加することはできない。なお、共同事業体結成に関する協定書（または

これに類する書類）を作成し、入札書等と併せて写しを提出すること。 

 

５.入札に参加する者の募集に関する事項 

(1)入札に係るスケジュール 

 イ．入札公告：平成 25 年 11 月下旬頃 

 ロ．入札説明会：平成 25 年 12 月上旬頃 

 ハ．質問受付期限：平成 25 年 12 月中旬頃 

 ニ．入札書提出期限：平成 26 年 1 月下旬頃 

 ホ．企画書の審査（及びプレゼンテーション）：平成 26 年 2 月上旬 

 ヘ．開札及び落札予定者の決定：平成 26 年 2 月上旬頃 
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 ト．契約締結：平成 26 年 3 月頃 

 チ．業務の引継ぎ：契約締結後、速やかに 

 

(2)入札の実施手続き 

 イ．提出書類 

  民間競争入札に参加する者（以下「入札参加者」という。）は、次に掲げる書類を別に

定める入札公告書及び入札仕様書に記載された期日と方法により、機構が指定する場

所まで提出すること。 

  (ｲ)入札金額（契約期間内の全ての委託事業に対する報酬の総額の 108 分の 100 に相当

する金額）を記載した書類（入札書） 

  (ﾛ)総合評価のための業務運営の具体的な方法及びその質の確保の方法等に関する書

類（以下「企画書」という。） 

  (ﾊ)機構が発行した競争参加資格を有することを証明した書類の写し（申請中の場合は

申請書の写し）又は全省庁統一資格の審査結果通知書の写し（封緘し、同封とせず

別添とする） 

  (ﾆ)法第 15 条において準用する法第 10 条に規定する欠格事由のうち、暴力団排除に関

する規定について評価するために必要な書類 

 ロ．企画書の内容 

入札参加者が提出する企画書には、企画提案の内容として明らかにされる業務の質に

関する評価を受けるため、次の事項を記載すること。 

  (ｲ)組織的基盤に関する事項 

   a. 主たる事業概要、従業員数、事業所の所在地、代表者略歴、主要株主構成、他

の者との間で競争の導入による公共サービスの改革に関する法律施行令（平成

18 年 7 月 5 日政令第 228 号）第 3 条に規定する特定支配関係にある場合その者

（以下「親会社等」という。）に関する上記情報 

  (ﾛ)経理的基盤に関する事項（次の書類を添付すること。） 

   a. 登記事項証明書 

   b. 直近 3 期分の法人税確定申告書の写し（税務署受付印のある申請書一式。財務

諸表も添付すること。なお、直近の決算月が入札日から 3ヶ月以上遡る場合は、

入札日が属する月の前月末までの残高試算表を添付すること。） 

   c. 申請月を含む向こう 6ヶ月間の資金繰り表 

   d. 法人税並びに消費税及び地方消費税の納税証明書（直近のもの） 

  (ﾊ)実績 

    ウェブコンテンツ関連、展示会関連類似事業の３年以内の実績例。 

  (ﾆ)実施体制 

   a. 業務責任体制（責任者名、事業担当者名、責任者と事業担当者の役割分担など） 

   b. 業務従事者の配置 

   c. 機構との連絡体制 
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  (ﾎ)事業計画 

   a. アクセス件数（特に海外からの件数）、新規登録件数及び更新件数の増加のため

の広報計画。（広報媒体の選定・広報素材の作成や有効な配布方法、広報デモの

アイデア等。） 

   b. 見本市等の新規登録件数及び更新件数の増加のための業務計画。（業務フローの

改善案等） 

c. 上記 a.及び b.の促進に資する新規コンテンツの制作に関する計画。 

d. ２．（3）事業の内容に記載の業務全般を適切に行うための業務計画・留意事項。 

 

６.落札者を決定するための評価の基準その他落札者の決定に関する事項 

 落札者の決定は、総合評価方式によるものとする。以下に掲げる審査を行うにあたり、

機構内に審査委員会を設ける。 

(1)評価方法 

イ．審査は必須項目審査及び加点項目審査により行う。次の必須審査項目については、

その全てを満たした提案には基礎点 50 点を与え、その一つでも欠ける提案は不合格

とする。 

（ｲ）経理的基盤 

委託事業を確実に遂行できるだけの経理的基盤を有していること。 

（評価項目） 

直近 3 期分及び直近の決算期以降入札日が属する月の前月末までにおいて債

務超過の状態にないこと及び累損がないこと。 

（ﾛ）実施体制 

委託事業を確実に遂行できるだけの業務責任体制（責任者と事業担当者の役割

分担、業務従事者の配置、機構との連絡体制など）の計画を立案していること。 

（ﾊ）事業計画 

上記２．（3）の委託事業の実施に当たり必要な内容を網羅した事業計画を立案

していること。 

 

ロ．加点審査項目（50 点）については、審査項目表の評価基準ごとに、評価点に基づき

４段階で絶対評価を行い、各審査委員の審査項目ごとの合計点の平均値（小数点以

下切捨て）を加算する。 

【評価点】 

評価内容 配点別得点 

企画内容が非常に優れている 6 点 5 点 

企画内容が優れている 4 点 3 点 

企画内容が標準的・普通である 2 点 1 点 

企画内容から判断して効果が期待できない 0 点 0 点 
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【審査項目表】 

審査項目 評価基準 配点 合計点

企画案 a.見本市等の主催者自身が情報更新をするよ

うに促す効率的な方法・手段が提示されている

か。 

6 点 30 点 

 

b.メジャーな展示会については大多数が掲載

されている状況において、J-messe に登録され

ていない見本市等を更に新規発掘するための

効率的な方法が提示されているか。 

6 点 

c.J-messe へのアクセス増加につながるよう

な新規コンテンツ（英文ページ含む）の企画、

提案や、お客様が効率的に情報を入手できる画

面構成の提案などがなされているか。 

6 点 

d.「日本の専門見本市」作成に係る編集業務が

効率的に行われる提案がなされているか。 

6 点 

e.アクセス件数、国内外でのユーザ数（見本市

等の主催者）を伸ばすため、効果的な広報案が

示されているか。 

6 点 

実績 a.見本市・展示会・イベント関連(例：官公庁、

地方自治体、業界団体、業界誌等の HP で紹介

されているイベント（セミナーや観光関連行事

等））のデータベースの管理・運営業務を行っ

たことがあるか。 

5 点 10 点 

b.見本市・展示会・イベントに関連する調査業

務を実施したことがあるか。 

5 点 

業務実施

体制 

a．見本市に関する専門知識（例：世界の主要

見本市に関する情報や、見本市の運営、昨今の

見本市ビジネスの動向等に関する知識）を有

し、業務内容の全体把握をした上で、機構に対

して適切な報告を行うことができる専任の担

当者が配置されているか。 

5 点 10 点 

b．不測の事態にも対応できる体制作りがなさ

れているか。 

5 点 
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(2)落札者の決定 

イ．企画書、入札書等を提出した入札者であって、上記４．の入札参加資格に関する事

項及び上記（1）の評価方法における必須審査項目を全て満たし、入札価格が機構の

予定価格の制限の範囲内で、かつ、基礎点及び加算点の合計点を入札価格（予定価

格の制限の範囲内であるものに限る。）で除して得られた値が最も高い者を落札者と

する。 

ロ．必須審査項目を全て満たしている者のうち、予定価格の制限に達した価格の入札が

ない場合は、直ちに再度の入札を行う。 

ハ．落札者となるべき者の入札価格によっては、その者により当該契約の内容に適合し

た履行がなされない恐れがあると認められる場合、またはその者と契約を締結する

ことが公正な取引の秩序を乱すこととなる恐れがあって著しく不適当であると認め

る場合は、予定価格の制限の範囲内の価格をもって入札した他の者のうち、上記の

値の最も高い者を落札者とすることができる。 

 ニ．機構は、落札者が決定したときは、遅滞なく、落札者の氏名又は名称、落札金額、

落札者の総合評価点等について公表するものとする。 

 

(3)落札者が決定しなかった場合の措置 

  機構は、初回の入札において必須項目をすべて満たしている者のうち、予定価格の制

限以内の価格での入札がないときは、直ちに再度の入札を行う。また、必須項目を全て

満たす入札参加者がなかった場合、または再度の入札を行っても、なお落札者が決定し

なかった場合は、原則として、入札条件等を見直した後、再度公告を行う。 

 

７.入札対象事業に関する従来の実施状況に関する情報の開示に関する事項 

 別紙のとおり。 

 

８.民間事業者が機構に報告すべき事項、秘密を適正に取り扱うために必要な措置、その他

委託事業の適正かつ確実な実施の確保のために民間事業者が構ずべき事項 

(1)民間事業者が機構に報告すべき事項、機構の指示により講ずべき措置 

 イ．報告等 

  (ｲ)民間事業者は、契約締結日から起算して 3 ヶ月を経過するごとに、経過の日から 1

ヶ月以内に、委託事業の実施状況を「四半期報告」として機構に報告しなければな

らない。 

   また、民間事業者は、各年度の事業が終了した日が属する月の翌月末までに、「年度

末報告」として、委託事業の実施内容（①：J-messe へのアクセス件数、②：J-messe

に登録されている見本市等の主催者のアドレス件数、③見本市等の新規登録件数、

④見本市等の更新件数、⑤英文登録内容の和文への翻訳件数、⑥必要なコンテンツ

に関する期限内の更新状況（見本市レポート、出版物、世界の展示会場等）⑦掲載
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情報の正確性の維持に関する状況、⑧メールマガジンの作成状況、⑨「日本の専門

見本市」の印刷製本及び納品の状況）について機構に報告しなければならない。 

   また、上記以外にも、必要に応じて機構から求められた場合は、適宜、報告を行う

こととする。 

  (ﾛ)民間事業者は、委託事業に関するクレームやトラブルについて、その内容及び対処

方法を速やかに機構に報告しなければならない。 

 

 ロ．調査 

  (ｲ)機構は、委託事業の適正かつ確実な実施を確保するために必要があると認めるとき

は、法第 26 条第 1項に基づき、民間事業者に対し、必要な報告を求め、又は事務所

に立ち入り、委託事業の実施の状況若しくは記録、帳簿書類その他の物件を検査し、

若しくは関係者に質問することができる。 

  (ﾛ)立入検査をする機構の職員は、検査等を行う際には、当該検査が法第 26 条第 1 項

に基づくものであることを民間事業者に明示するとともに、その身分を示す証明書

を携帯し、関係者に提示するものとする。 

 ハ．指示 

   機構は、委託事業を適正かつ的確に実施させるために、民間事業者に対し、必要な

措置をとるべきことを指示することができる。 

 

(2)秘密を適正に取り扱うために必要な措置 

 イ．個人情報の保護並びに秘密の保持 

  (ｲ)民間事業者は、個人情報を収集及び保管し、又は使用するに当たっては、委託事業

の実施に必要な範囲内でこれらの個人情報を収集及び保管し、又は使用しなければ

ならない。民間事業者は、これらの個人情報を、自ら行う事業若しくは機構以外の

者との契約に基づき実施する事業に用いてはならない。 

  (ﾛ)民間事業者は、個人情報を適正に管理するために必要な措置を講じなければならな

い。 

  (ﾊ)民間事業者、その役職員その他委託事業に従事する者又は従事していた者は、委託

事業の実施に関して知り得た秘密を漏らし、又は盗用してはならない。これらの者

が秘密を漏らし、又は盗用した場合には、法第 54 条により罰則の適用がある。 

 

(3)契約に基づき民間事業者が講ずべき措置 

 イ．事業の開始及び中止 

  (ｲ)民間事業者は、契約が締結された日から委託事業を開始すること。 

  (ﾛ)民間事業者は、やむを得ない理由により委託事業を中止しようとするときは、予め

機構と協議し、承認を得なければならない。 

 ロ．公正な取扱い 

   民間事業者は、委託事業の実施において見本市等の主催者及び J-messe の利用者を
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合理的な理由なく区別してはならない。 

 ハ．金品等の授受の禁止 

   民間事業者は、委託事業の実施において、金品等を受け取ること又は与えることを

してはならない。 

 ニ．宣伝行為の禁止 

   民間事業者及びその事業に従事する者は、「独立行政法人日本貿易振興機構」及び「見

本市・展示会情報総合ウェブサイト（J-messe）」の名称並びに機構の保有するロゴ

などを委託事業以外の自ら行う事業の宣伝に用いてはならない（一般的な会社案内

資料において列挙される事業内容や受注業務の一つとして事実のみ簡潔に記載する

場合は除く。）。また、自ら行う事業が委託事業「見本市・展示会情報総合ウェブサ

イト（J-messe）の管理・運営」の業務の一部であるかのように誤認されるおそれの

ある行為をしてはならない。 

 ホ．機構との契約によらない自らの事業の禁止 

   民間事業者は、J-messe の見本市等の詳細画面を利用して、自ら行う事業（機構との

契約に基づく事業を除く。）、若しくは機構以外の者との契約に基づき実施する事業

を行ってはならない。 

 ヘ．記録及び帳簿 

   民間事業者又は民間事業者であった者は、委託事業の実施状況に関する記録及び帳

簿書類を作成し、委託事業を終了し又は中止した日の属する年度の翌年度から起算

して １０年間、保管しなければならない。 

 ト．権利の譲渡 

   民間事業者は、委託契約に基づいて生じた権利の全部又は一部を第三者に譲渡して

はならない。 

 チ．権利義務の帰属 

   民間事業者は、委託事業の実施が第三者の特許権、著作権、その他の権利に抵触す

るときは、その責任において、必要な措置を講じなければならない。 

 リ．再委託 

(ｲ)民間事業者は、機構から委託を受けた本事業の実施に当たり、その全部を一括して

再委託してはならない。 

(ﾛ)民間事業者は、本事業の実施に当たり、その一部について再委託を行う場合には、

原則としてあらかじめ企画書において、再委託先に委託する業務の範囲、再委託を

行うことの合理性及び必要性、再委託先の履行能力並びに報告徴収その他運営管理

の方法（以下、「再委託先等」という。）について記載しなければならない。 

(ﾊ)民間事業者は、委託契約締結後やむを得ない事情により再委託を行う場合には、再

委託先等を明らかにした上で機構の承認を得ることとする。 

(ﾆ)民間事業者は、前記(ﾛ)または(ﾊ)により再委託を行う場合には再委託先から必要な

報告を徴収することとする。 

(ﾎ)再委託先は、前記の個人情報等の管理、公正な取扱い、金品等の授受の禁止、宣伝
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行為の禁止、機構との契約によらない自らの事業の禁止、料金の徴収等及び権利義

務の帰属については民間事業者と同様の義務を負うものとする。 

 ヌ．契約内容の変更 

   機構及び民間事業者は、委託事業の質の向上の推進、又はその他やむを得ない事由

により契約の内容を変更しようとする場合は、予め変更の理由を提示し、それぞれ

相手方の承認を得なければならない。 

 ル．契約の解除 

   機構は、民間事業者が次のいずれかに該当するときは、民間事業者に対し委託費の

支払いを停止し、契約を解除することができる。 

   なお、機構が契約を解除したとき、民間事業者は、違約金として契約金額の 100 分

の 10 に相当する金額を機構に納付するとともに、機構との協議に基づき、委託事業

の処理が完了するまでの間、責任を持って当該処理を行わなければならない。 

   前記違約金の定めは、違約金額を超過する損害額についての損害賠償を妨げるもの

ではない。 

  (ｲ)偽りその他不正の行為により落札者となったとき。 

  (ﾛ)法第 14 条第 2 項第 3 号又は第 15 条において準用する第 10 条（第 11 号を除く。）

の規定により民間競争入札に参加する者に必要な資格の要件を満たさなくなったと

き。 

  (ﾊ)契約に沿った委託事業を実施できなかったとき、又はこれを実施することができな

いことが明らかになったとき。 

  (ﾆ)(ﾊ)に掲げる場合のほか契約において定められた事項について重大な違反があった

とき。 

  (ﾎ)法令又は契約に基づく報告をせず、若しくは虚偽の報告をし、又は検査を拒み、妨

げ、若しくは忌避し、若しくは質問に対して答弁せず、若しくは虚偽の答弁をした

とき。 

  (ﾍ)法令または契約に基づく指示（本実施要項に掲げる措置を履行しなかった場合を含

む。）に違反したとき。 

  (ﾄ)民間事業者又はその役職員その他委託事業に従事する者が、法令又は契約に違反し

て J-messe に登録した見本市等の主催者等の住所や電話番号等、委託事業の実施に

関して知り得た秘密を漏らし又は盗用した場合。 

  (ﾁ)暴力団員を、業務を統括する者又は従業員としていることが明らかになった場合。 

  (ﾘ)暴力団又は暴力団関係者と社会的に非難されるべき関係を有していることが明ら

かになった場合。 

 ヲ．損害賠償 

   民間事業者は、民間事業者の故意又は過失により機構に損害を与えたときは、機構

に対し、その損害について賠償する責任を負う。 

 ワ．不可抗力免責、危険負担 

   民間事業者は、上記事項にかかわらず、民間事業者の責に帰することができない事
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由により委託事業の全部又は一部の実施が遅滞したり、不能になったりした場合は

責任を負わない。 

 カ．契約の解釈 

   契約に関して疑義が生じた事項については、その都度、民間事業者と機構が協議す

る。 

(4)機構の監督体制 

 「見本市・展示会情報総合ウェブサイト（J-messe）」全体に係る監督及び実施要項に基

づく民間競争入札に係る監督は、機構の展示事業部展示事業課が行い、展示事業課長

を責任者とする。 

 

９.委託事業を実施するに当たり第三者に損害を加えた場合における損害賠償に関して民

間事業者が負うべき責任 

 本事業を実施するに当たり、民間事業者又はその職員その他本事業に従事する者が、故

意又は過失により、本事業の受益者等の第三者に損害を加えたときは、以下のとおりと

する。 

(1) 機構が当該第三者に対する賠償を行ったときは、機構は民間事業者に対し、当該第三

者に支払った損害賠償額（当該損害の発生について機構の責に帰すべき事由が存する場

合は、機構が自ら賠償の責に任ずべき金額を超える部分に限る。）について求償すること

ができる。 

 

(2)民間事業者が民法第 709 条等に基づき当該第三者に対する賠償を行った場合であって、

当該損害の発生について機構の責に帰すべき理由が存するときは、民間事業者は機構に

対し、当該第三者に支払った損害賠償額のうち自ら賠償の責に任ずべき金額を超える部

分について求償することができる。 

 

10.事業の実績評価に関する事項 

(1)実施状況に関する調査の時期 

内閣総理大臣が行う評価の時期を踏まえ、当該業務の実施状況については、平成28年3

月末日時点における状況を調査するものとする。 

 

(2)調査の方法 

機構は民間事業者が実施した当該業務の内容について、その評価が的確に実施されるよ

うに、実施状況等の調査を行うものとする。 

 

(3)調査項目 

イ．J-messe へのアクセス件数 

ロ．J-messe に登録されている見本市等の主催者のアドレス件数 

ハ．見本市等の新規登録件数 
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ニ．見本市等の更新件数 

ホ．英文登録内容の和文への翻訳件数 

ヘ．必要なコンテンツに関する期限内の更新状況 

ト．掲載情報の正確性の維持に関する状況 

チ．メールマガジンの作成状況 

リ．「日本の専門見本市」の印刷製本及び納品の状況 

 注記：掲載情報の正確性の維持については、開催 2 ヶ月前となった主要な見本市等の情

報をメールマガジンにて配信（海外・国内各 5 件ずつ）する際、民間事業者が作

成する当該メールマガジンの原稿の内容を機構が確認する方法によりモニタリン

グを行う。 

(3)上記調査項目に関する内容については、当該業務の実施状況等を報告様式に従い内閣総

理大臣へ提出するにあたり、機構に設置する評価委員会に報告を行い、意見を聴くもの

とする。 

(4)意見聴取等 

機構は、必要に応じ、民間事業者等から直接意見の聴取等を行うことができるものとす

る。 

 

11．その他事業の実施に際し必要な事項 

(1)事業実施状況等の監理委員会への報告 

  

 イ．機構は、法第 26 条及び第 27 条に基づく報告聴取、立入検査、指示等を行った場合

には、その都度、措置の内容及び理由並びに結果の概要を官民競争入札等監理委員会

に通知することとする。 

ロ．法第 45 条に基づき監理委員会から求められた場合には、事業の実施状況等について

監理委員会へ報告又は資料の提出を行うこととする。 

 

(2)民間事業者が負う可能性のある主な責務 

 イ．本事業に従事する者は刑法（明治 40 年法律第 45 号）その他の罰則の適用について

は、法第 25 条第２項に基づき公務に従事する職員とみなされる。 

 ロ．民間事業者は、会計検査院法（昭和 22 年法律第 73 号）第 23 条第 1項第 7号に規定

する者に該当することから、会計検査院が必要と認めるときには、同法第 25 条及び

第 26 条により、同院の実地の検査を受けたり、同院から直接又は機構を通じて、資

料又は報告等の提出を求められたり質問を受けたりすることがある。 

 ハ．民間事業者は、法第 55 条の規定に該当する場合は、30 万円以下の罰金に処されるこ

ととなる。なお、法第 56 条に基づき、法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、

使用人その他の従業者が、その法人又は人の業務に関し、法第 55 条の規定に違反し

たときは、行為者を罰するほか、その法人又は人に対して同条の刑を科する。 
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別紙１：見本市情報登録規定 

 

１．見本市情報の登録申請者制限 

見本市データベースへの見本市情報登録・修正の申請については、原則主催者及び事務局

関係者またはその正式な代理人が、その資格を有する。 

 

２．登録対象見本市の制限 

下記に掲げる項目に該当するイベントについては、見本市データベースの登録対象外とす

る。なお、主催者等より、これらに該当するイベントの登録申請がなされた場合は、申請

を否認すること。 

 

【登録対象外のイベント】 

・展示面積(net)が 1,000 ㎡未満のイベント 

・セミナー、講演会など（見本市併催の場合は指定項目に記入） 

・即売会、バザールなど商談ベースではないイベント 

・ファッションショー（バイヤーが集まるショーは登録可） 

・来場者が限定されている単独企業開催の PR 型イベント 

・反社会的行為に結びつく恐れのあるイベント 

・社会の安全性、信頼性を損なう恐れのあるイベント 

・その他、関係法令および通達に抵触すると思われるイベント  

・その他、機構が不適切と判断したイベント 

 

３．見本市情報の重複登録の禁止 

重複する見本市情報の登録を禁止する。（同名称の見本市でも会期、開催地などが異なるも

のは別見本市扱いとする。なお、名称が多少異なっていても、会期、会場、出展内容から

見て同じ見本市の可能性もあるので注意すること。） 

なお、既に登録されている見本市と同じ見本市情報の登録・申請がなされた際には、当該

情報を登録した者にその旨連絡し、どちらの情報を優先するかを確認させる。不採用にな

った見本市情報については、速やかに見本市データベースから削除すること。 
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別紙２：契約に関する内規（抜粋） 

 

平成 24 年 1 月 26 日 

独立行政法人日本貿易振興機構内規第 134 号 

 

 

（登録不適格者） 

第１２条 契約総括責任者は、契約を締結する能力を有しない者及び破産者で復権を得な

い者を登録することはできない。ただし、未成年者、被保佐人又は被補助人であって、

契約締結のために必要な同意を得ている者については、この限りでない。 

２ 契約総括責任者は、次の各号の一に該当すると認められる者の登録を、その事実があ

った後３年間取り消すことができる。これを代理人、支配人その他の使用人として使用

する者についても適用する。 

 一 契約の履行にあたり、故意に工事若しくは製造を粗雑にし、又は物件の品質若しく

は数量に関して不正の行為をした者 

 ニ 公正な競争の執行を妨げた者又は公正な価格を害し、若しくは不正な利益を得るた

めに連合した者 

 三 落札者が契約を結ぶこと又は契約者が契約を履行することを妨げた者 

 四 監督又は検査の実施にあたり職員の職務の執行を妨げた者 

 五 正当な理由がなくて契約を履行しなかった者 

 六 前各号の一に該当する事実があった後２年を経過しない者を、契約の履行にあたり、

代理人、支配人その他の使用人として使用した者 

３ 前項の規定に該当する者を入札代理人として使用する者を登録してはならない。 

４ 経営状態が著しく不健全であると認められる者を登録してはならない。 

 



　従来の実施状況に関する情報の開示

　１　従来の実施に要した経費
　　　　　（単位：千円）

（機構東京本部）

　 常勤職員

非常勤職員

物件費

委託費等

計(a)

減価償却費

退職給付費用

(b) 間接部門費

(a)＋(b)

　２　従来の実施に要した人員 　　　　　　（単位：人）

（機構東京本部）

常勤職員

非常勤職員

22年度 23年度 24年度

人件費
- - -

- - -

- - -

21,562 22,580 22,580

21,562 22,580 22,580

参
考
値

- - -

- - -

- - -

21,562 22,580 22,580

（注記事項）
 ・民間競争入札の落札者が事業を実施しているため、経費の全額を委託費等に計上している。

 （22年度 内訳）
 　登録受付・審査業務 7,860千円、更新依頼等業務 1,800千円、見本市発掘業務 1,620千円、
 　コンテンツ情報更新 4,200千円、広報業務 1,000千円、「日本の専門見本市」編集・印刷製本業務 1,668千円、
 　その他 3,414千円

 （23-24年度 内訳）
 　登録受付・審査業務 7,860千円、更新依頼等業務 1,800千円、見本市発掘業務 2,120千円、
 　コンテンツ情報更新4,390千円、広報業務 1,000千円、「日本の専門見本市」編集・印刷製本業務 1,740千円、
 　その他3,670千円

22年度 23年度 24年度

- - -

- - -

（業務従事者に求められる知識・経験等）
 ・データベース、ウェブシステム、見本市等に関する専門知識を有し、データベースのコンテンツの入力・更新（システム
構造の改修を伴わない）を適正かつ迅速に行うことが求められる。
 
 ・業務を円滑に遂行する観点から、本入札対象業務に類似する業務の処理経験を持ち、業務遂行に係る問題解決に
必要十分な知識・能力を有していることが求められる。

 ・情報を一元的に管理・把握し、品質管理に関して一義的な責任を負える体制を常時整えていることが求められる。

（業務の繁閑の状況とその対応）
 ・年間を通じて大きな繁閑の変動はないが、入札対象業務のうちの「日本の専門見本市」の編集業務は毎年度1月から
2月にかけて行うことを前提にスケジュール管理を行うことが望まれる。

（注記事項）
・民間競争入札の落札者が事業を実施。なお、委託先において本業務に従事した人員数は以下のとおりである。
　22年度：3.84人
　23年度：3.61人
　24年度：3.45人



　３　従来の実施に要した施設及び設備

　４　従来の実施における目的の達成の程度

　５　従来の実施方法等

設備：パソコン6台（J-messeデータベース保守専用端末1台、J-messeデータベースコンテンツ等更新用端末5台）、
サーバー、メール一斉送信システム（WEBCAS）、電話、複合機、インターネット通信用接続機器
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（注記事項）
 ・機構の施設の中で、民間事業者が使用できる事務スペース、執務スペースはありません。また、原則として、機材の
貸与等も行いません。

22年度 23年度 24年度

目標・計画 実績 目標・計画 実績 目標・計画

3,100

（注記事項）
 ・入札対象業務は内外の見本市等の主催者、参加者等への情報提供を主な目的としていることから、見本市等の新規
登録件数、見本市等の更新件数、J-messeへのアクセス件数（ページビュー数）を達成するべき目標として設定した。
 
 ・上記実績は、各年度末におけるJ-messeデータベース内の数値から把握した。

従来の実施方法（業務フロー図等）

実績

見本市等の新規登録件数 100 111 100 108 100

3,270見本市等の更新件数 3,100 3,632 3,100

1,058,468 2,149,078 2,149,078 6,776,100

3,433

1,058,468 1,067,326
J-messeへのアクセス件数
（ページビュー数）

民間事業者

J-messe 連絡

・
調整

審査(*)
和訳（平成

24年度：2,121

件）

承認

（否認）

登
録

1 データベースシステムサーバー（ハード）の維持管理
2 「海外見本市レポート」「展示会参加・開催報告」の執筆と

アップロード
3 コンテンツ改修(システムの構造変更を伴うもの）

1 管理画面によるコンテンツの管理

2 既登録の見本市等の主催者への登録勧奨メール

（平成24年度メール送信件数：7,472件/回）

3 新規発掘の見本市・主催者の登録

（平成24年度新規発掘件数：105件）

4 ｢新着見本市」、「月間ランキング」、「出版物のお知ら

せ」、

「寄稿その他」のコンテンツ作成とアップロード

5 メールマガジンの作成等

6 J-messeを紹介する広告の掲載

7「日本の専門見本市」の編集、印刷製本（和英）

（印刷部数： 和英各1,000部）
8 J-messe関連の問い合わせ対応
9 コンテンツ改修（システムの構造変更を伴わないもの）

◎海外の見本市
等の主催者

◎国内の見本市等
の主催者

登録申請

登録申請

通知

通知

＊ 重複登録の有無を確認

登録内容の全般的チェック
公式サイトのリンクをチェック

JETRO

＜平成２５年度＞



（J-Messeの広報計画）
・専門誌への広告掲載
　　「見本市展示会総合ハンドブック2014」「Embassy Magazine」「2010 Event Schedule,全国主要見本市・展示会一覧」
　　「m+a International Tradeshow Directory」　　など
・バナー広告　　「NNA.ASIA」「Trade Show Week」「展示会とMICE」など
・J-Messe紹介記事掲載　　「カンパサール誌」「食品工業」など

（お客様からの問合せ事例）
・アジアで開催される、展示会を探している。どのような展示会があるか、教えて欲しい。
・特定の見本市について、出展料金はどれくらいか。
・特定の見本市について、ジェトロで支援を行っているか。
・特定の見本市について、来場したいが、チケットの入手方法や事前登録方法を教えて欲しい。

組織図（25年11月現在）
　　　　　　は、入札対象業務実施部署。

（事業の目的を達成する観点から重視している事項）
 ・データベース、ウェブシステム、見本市等に関する専門知識を有し、データベースのコンテンツの入力・更新を適正か
つ迅速に行うこと。
 ・各業務の作業期限を厳守するとともに、作業初期段階での入力ミスや翻訳間違いなどがないよう、関連処理すべてに
関して十分な品質管理を維持すること。
 ・見本市等の新規登録件数（年間100件以上）を維持すること。
 ・見本市等の更新件数（年間3,100件以上）を維持すること。
 ・外部からの問合せに対し、迅速かつ的確に対応すること。
 ・J-messeへのアクセス件数（ページビュー年間480万件以上）を維持すること。
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――――――――――――――――――――――――――　JETRO　■□■
http://www.jetro.go.jp/j-messe
＝＝INDEX＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝
<<Topics>>
【１】「第8回カンボジア輸出入一州一品展示会」日本ブース出品者募集中！
【２】「キョンヒャン・ハウジング・フェア 2014」
　　　ジャパン・パビリオン出品者募集中！
【３】「シカゴ・ホーム＆ハウスウェア・ショー2014」
　　　ジャパン・パビリオン出品者募集！
【４】「ITpro EXPO 2013」海外企業との個別商談会のご案内！
【５】「見本市レポート」新規掲載情報！
【６】インターネット放送局「世界は今‐JETRO Global Eye」
　　　「身近になるアフリカ ‐TICAD V イベント現地リポート‐」

<<開催間近の見本市>>
国内：11月前半／海外：12月前半

＝＝<<Topics>>＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝

【１】「第8回カンボジア輸出入一州一品展示会」日本ブース出品者募集中！

(以下省略）

（見本市主催者への情報更新依頼メール）四半期に１回配信（日本語版と英語版）。配信数は7,800超。
【日本語版】J-messeご登録情報更新手続きのお願い
"J-messe"ユーザの皆様
拝啓
ジェトロが運営する見本市・展示会データベース"J-messe"をご利用いただ
き、誠にありがとうございます。
ユーザーの皆様より本データベースにご登録いただいた情報については、
常に最新の情報をご利用者に提供することが本データベースの目的となり
ますので、本メールにて再度、皆様方に本データベースのログイン方法に
つき、お知らせ致します。
(以下省略）
【英語版】Request for Updating your information on "J-messe"
Dear Trade Fair Organizers and Registrants,
Thank you very much for posting your trade fairs and exhibitions on
"J-messe", JETRO's online trade fair database.
We would like to ask the organizers, who have already registered your
trade information to the "J-messe", to continuously update the
information and / or add further trade fair registration.
Please note that the redesigned system of the "J-messe" requires you
to enter your registered e-mail address as your user ID, when you log
in to the database. You can use your passwords previously registered.
(以下省略）


